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Ⅰ．本稿の目的
2016年 5月 24日に可決された「刑事訴訟法等の一部を改正する法律」により、
捜査・公判協力型の協議・合意制度が新たに導入され、本年 6月 1日に運用が開始
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された。これは、アメリカにおける答弁取引制度を参考として、かねてから捜査機
関を中心に導入の必要性が唱えられていた取調べに代わる取引的な捜査手法の一
種であり(1)、捜査機関が他人の犯罪事実の捜査・訴追への協力に対して一定の恩
典を付与することによって、被疑者・被告人の自発的な供述を確保しようとする制
度である。
この協議・合意制度の導入については、「時代に即した新たな刑事司法制度の構
築」を目指して設置された法制審議会新時代の刑事司法制度特別部会（以下、「特
別部会」とする）によって、具体的な提案がなされた(2)。そこでは、無理な取調
べによる虚偽の自白調書を原因として誤判が生じたことへの反省に立ち、さらにそ
の背景にあって、近時の社会情勢や国民意識の変化等を反映した「供述証拠獲得の
困難化」に対応することが喫緊の課題とされた(3)。つまり、特別部会が改革の念
頭に置いていたのは、供述証拠の収集を容易にし、捜査機関側の事案解明に対する
プレッシャーを緩和することで、刑事司法の本来の機能を確保しながら、無理な取
調べの予防を図ることであった(4)。このようにして、協議・合意制度は、取調べ
への過度な依存を改め、供述証拠の収集手段を多様化する方策の 1つとして導入さ
れることになった(5)。
(1)その先駆的な研究として、宇川春彦「司法取引を考える（1）」判時 1583号（1997年）31
頁以下～「司法取引を考える（17）・完」判時 1627号（1998年）36頁以下が挙げられる。
(2)法制審議会新時代の刑事司法制度特別部会「新たな刑事司法制度の構築についての調査審
議結果【案】〔改訂版〕・要綱（骨子）」（2014年）3頁以下参照（　http://www.moj.go.jp/
　content/000125177.pdf, 最終アクセス：2018年 5月 18日）。
(3)法制審議会新時代の刑事司法制度特別部会「時代に即した新たな刑事司法制度の基本構想」
（2013年）11頁（　http://www.moj.go.jp/content/000106628.pdf, 最終アクセス：2018
年 5月 18日）。
(4)この点に関連して、大澤教授は、供述獲得の困難化こそが、取調べへの過度な依存の見直
しを「新時代の刑事司法」の課題に押し上げたとし、それが無理な取調べの予防という観
点に加えて、刑事司法の機能確保という観点から改革を促す事情であったと指摘してい
る。大澤裕「『日本型』刑事司法と『新時代の刑事司法』」刑雑 52巻 3号（2013年）361
頁以下。
(5)司法取引導入論の基底にある 2つの異なる問題関心については、笹倉香奈「司法取引の
前提条件―オーストラリア・ニューサウスウェールズ州の現状を参考に」浅田和茂ほか
編『人権の刑事法学（村井敏邦先生古稀記念論文集）』（日本評論社、2011年）385頁以
下参照。そこで笹倉教授は、特別部会のような「新たな捜査手続の獲得」の観点からの
アプローチを「捜査機関および訴追機関からの司法取引導入論」と位置付け、これとは別
に、すでに存在する「暗黙の取引の制度化」の視点から、被疑者・被告人の自由な意思決
定を真に保障することを可能にする「フェア」な司法取引制度を設計することの必要性
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この協議・合意制度の意義は、検察官の「訴追裁量権」（刑訴法 248条）の範囲
内で被疑者等に他人の犯罪訴追への協力にインセンティブを与えて、事案の解明に
通じる供述に向けた障壁を取り除くことにある(6)。したがって、そこで与えられ
る恩典は、供述者の処罰を放棄ないしは緩和するものということになり、今回の改
正法では、起訴猶予や公訴の取り消しに加えて、「特定の刑の求刑」（刑訴法 350条
の 2第 1項第 2号）が規定されている。ここでは同種の事案と比べて引き下げられ
た求刑を行うことが想定されており(7)、実際の判決で宣告刑が求刑を上回ること
は多くないという指摘を前提にすると(8)、訴追協力に対する恩典としての求刑は、
実質的には刑を減軽する効果を導くものと考えられる。また、起訴猶予の判断につ
いても、もともと刑罰論との結び付きを踏まえた説明がなされていることを考え合
わせると(9)、犯罪捜査に協力した被疑者等が受けられる手続法上の恩典について
も、やはり量刑理論との整合性が問われるべきといえるであろう。
実際に、特別部会では、犯罪事実解明への貢献を理由とする刑の減軽に実体法上
の根拠を与える刑の減軽制度の導入についても、当初一体的に検討が行われ、導入
に積極的な意見もみられた(10)。このとき最終的には刑の減軽制度の立法化は見送
られることになったが、それでもなお協議・合意制度の手続的な整備と実体法上の
裏付けについては、本来「別個の問題として扱われるべきであったのだろうか」と
する疑問も投げかけられている(11)。また、それとも関連して興味深いのは、特別
を主張している。
(6)池田公博「供述証拠の獲得方法―協議および合意・刑の減免と刑事免責」法教 398号
（2013年）13頁、宇川春彦「供述証拠の収集を容易にするための手段」法時 86巻 10号
（2014年）22頁参照。司法取引一般の基本的な性格について、宇川検事は、「検察官の訴
追裁量権の行使が、被告人との合意に基き、訴追協力の見返りとして取引的に行われる
こと」と説明し、これを「訴追裁量権の取引的行使」と整理している。宇川春彦「司法取
引を考える（1）」判時 1583号（1997年）40頁。
(7)宇川検事は、端的に「求刑の引下げ」と述べている。宇川・前掲注 (6)「供述証拠」22頁。
(8)宇川・前掲注 (6) 「供述証拠」27頁、川出敏裕「協議・合意制度および刑事免責制度」
論究ジュリ 12号（2015年）67頁。また、実際に、裁判官によっても、検察官が行う求
刑を重視する見方が示されている。長瀬敬昭「被告人の真実解明への積極的協力と量刑」
大阪刑事実務研究会編著『量刑実務大系 3：一般情状等に関する諸問題』（判例タイムズ
社、2011年）364頁。
(9)例えば、三井誠『刑事手続法Ⅱ』（有斐閣、2003年）32頁参照。
(10)特別部会第 14回会議議事録 4頁〔大野宗発言〕、同 9頁〔山口厚発言〕、同 12頁〔川端
博発言〕。
(11)南迫葉月「協議・合意制度における虚偽供述の防止についての研究（一）」法学論叢 180
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部会でも参照されたドイツでは、他人の犯罪訴追に協力する王冠証人が、法律上の
刑の減軽事由としてむしろ実体法に規定されているということである（ドイツ刑法
46条 b）(12)。
そこで本稿では、他人の犯罪訴追への協力による刑事処分の軽減が、従来の量刑
理論の枠組みとの関係で如何にして基礎付けられるのかについて、ドイツの王冠証
人規定の理解も参照して検討を行う。まず（Ⅱ）新たに導入された捜査・公判協力
型協議・合意制度の概要を確認し、その上で（Ⅲ）他人の犯罪訴追への協力に基く
恩典付与と訴追裁量権の限界の問題について明らかにする。それを受けて、（Ⅳ）
ドイツ量刑法における王冠証人規定（ドイツ刑法 46条 b）を巡る議論、特に法的
効果に関する刑罰論的な説明を参照し、最後に（Ⅴ）捜査・公判協力型協議・合意
制度の刑罰論的基礎について若干の考察を試みる。
Ⅱ．協議・合意制度の概要
（1）基本的枠組
前述したように、今回新たに導入された協議・合意制度は、供述証拠を獲得する
取引的手法の中でも「捜査・公判協力型」とよばれるものである(13)。その基本的
な枠組は、被疑者・被告人が共犯者等の他人の犯罪事実の捜査や訴追に協力し、こ
れと引換に捜査機関が恩典の付与に合意することである。いいかえれば、ここで被
疑者等が自己の刑事処分について優遇的措置を受けるために取引の材料にしてい
るのは、「他人の犯罪事実の解明」ということになる(14)。
これに対して、被疑者・被告人が自らの犯罪事実を認めて、それと引換に捜査機
巻 4号（2017年）137頁。
(12)特別部会第 3回会議配布資料「取調べの録音・録画制度等に関する国外調査結果報告書」
（2011年）83頁以下。また、ドイツ刑法の王冠証人規定の原文と邦訳については、野澤
充「ドイツ刑法における王冠証人規定の 2013年改正について」犯罪と刑罰 23号（2014
年）185頁以下を参照。
(13)「捜査・公判協力型」と「自己負罪型」の区別については、宇川・前掲注 (6) 「司法取
引」40頁。
(14)泉澤章「日本版『司法取引』制度とは何か」白取祐司ほか編著『日本版「司法取引」を問
う』（旬報社、2015年）32頁参照。
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関が恩典の付与を約束する「自己負罪型」の制度では、恩典の対象となる事案の解
明により直接的に貢献する分、一見すると処罰の免除や緩和を受けることの合理性
が見出しやすいようにも思われる。しかし、自己負罪型の協議・合意制度について
は、今回の改正論議では捜査機関側からの批判の声が大きく、採用が見送られた。
その主な理由は、自己負罪型の制度の下では、被疑者が恩典の付与を求めて供述を
渋ることが予想され、それを得るために、結果として被疑者に大きく譲歩せざるを
得なくなり、事案の解明や真犯人の適正な処罰が困難になることへの懸念であっ
た(15)。またこの「ごね得」の弊害に加えて、川出教授からは実際上の有用性の面
からも疑問が呈されている。すなわち、自己負罪型の協議・合意制度が機能するの
は、「自白なしで有罪になるかどうかが微妙で、かつ自白を得ることが難しい事件」
と考えられるが、わが国の現状ではその種の事件はそれほど多くないということ
が指摘されている(16)。それゆえ、自己負罪型の協議・合意制度に対しては、現時
点のわが国では「その導入には負の効果のほうが大きい」とする見方が強いとい
える(17)。今回の立法化が見送られたことについても、「実際的で合理的な判断で
あった」と受け止められている(18)。
（2）協議・合意の内容
それでは、その捜査・公判協力型の協議・合意制度の枠組みにおいて、被疑者・
被告人が実際に提供することになる訴追協力の内容はどのようなものであろうか。
これについて、改正法では、①捜査機関の取調べや②証人尋問において「真実の供
述」をすること、③捜査機関に対して証拠物を提出することと規定されている（刑
訴法 350条の 2第 1項第 1号）。
ここで、被疑者等による訴追協力の正当性と適切な事案の解明にとって重要な意
味を有するのは、被疑者等が約束する内容が、特定の態様の協力を示すことなく
(15)基本構想 13頁、川出・前掲注 (8) 66頁、南迫・前掲注 (11) 139頁。
(16)川出・前掲注 (8) 66頁。
(17)川出・前掲注 (8) 66頁。
(18)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」26頁。なお、宇川検事は、「捜査・公判協力型」と「自己負
罪型」の協議・合意制度は機能面でも異なっていることを指摘し、前者がまさに今回の改
正の目的であった必要な供述証拠を確保する手段と解しているのに対して、後者はむしろ
「手続の効率化」のための手法であると説明している。宇川春彦「米国における司法取引」
刑雑 50巻 3号（2011年）370頁。また、川出・前掲注 (8) 66頁注 (2)も併せて参照。
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「真実の供述をすること」と明記されている点である。なぜなら、検察官が自己の
意に沿った特定の内容の供述を要求することがこれによって排除されることにな
り(19)、また被疑者等が以前に警察官にした供述を一貫して証言することも合意の
内容とはしえないからである。つまり、合意内容としてあくまでも「真実の供述」
だけを要求することによって、捜査機関が望む形での虚偽の訴追協力が入り込む余
地を防止することになると考えられるのである(20)。
これに対して、そのような訴追協力の見返りとして検察官が協力者に付与できる
恩典としては、①不起訴処分や②公訴の取消し、③特定の訴因や罰条による公訴の
提起または公訴の維持、あるいは④訴因の縮小や撤回、⑤即決裁判手続の申立てと
⑥略式命令の請求が規定され、さらには通常刑を軽くする方向でなされる⑦特定の
刑の求刑が含まれている（刑訴法 350条の 2第 1項第 2号）。まずこのようにして
合意による恩典の内容を明示し限定したことによって、立法者は、従来尋問テク
ニックとしての利益誘導に類型的に伴うとされてきた虚偽供述の危険性を減じる
よう対処したといえる(21)。特に、身柄の取扱いについては、南迫助教が指摘して
いるように、否認の不利益（勾留期間の長期化、保釈の不許可）と自白の利益（早
期釈放、保釈の可能性）がともに、或いはそれぞれが提示されて他方を暗示するな
どして、単に利益誘導というだけでなく脅迫的な意味合いを持つ場合も否定できな
いので、これを明確に除外したことの意義は大きいといえる(22)。
しかしその反面で、ここで明示された恩典の付与は、あくまでも検察官がもとも
と有している「訴追裁量権」（刑訴法 248条）の範囲内で行われるものに過ぎない
と解されている。それゆえ、検察官の合意は、基本的には裁判所を拘束するもので
はないということになる(23)。そのことから、特別部会においては、最終的な判断
(19)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」23頁。
(20)南迫葉月「協議・合意制度における虚偽供述の防止についての研究（五）・完」法学論叢
181巻 5号（2017年）57頁。
(21)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁、南迫・前掲注 (20) 58頁。取調官による虚偽自白や
引き込みの危険に対する懸念については、特別部会でも指摘されていた。特別部会第 28
回会議議事録 29-30頁〔小坂井久発言〕。その他にも、笹倉香奈「刑の減免制度、捜査・
公判協力型協議・合意制度」川崎英明＝三島聡編著『刑事司法改革とは何か：法制審議会
特別部会「要綱」の批判的検討』（現代人文社、2014年）169頁、山下幸夫「捜査・公判
協力型・合意制度と刑事免責制度の課題」刑ジャ 43号（2015年）27頁参照。
(22)南迫・前掲注 (20) 58頁。
(23)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」22頁、南迫・前掲注 (20) 57頁。
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が裁判所に委ねられている即決裁判の申立てと略式命令の請求、並びに公判におけ
る特定の刑の求刑に関して、合意の実効性が乏しいのではないかという疑問が、主
に裁判所関係者から示されていた(24)。
しかし、このような批判に対しては、実際上、即決裁判の申立てや略式命令請求
が不相当として認められないのは稀であるし、判決の大半が求刑以下で言い渡され
ているという指摘がなされている。そして、本来公益を代表して処罰を求める検察
官が、合意に基いて、あえて一定の刑事処分の軽減を望む意見を述べ、さらにその
根拠として供述者の協力が他人の犯罪の解明に貢献したことを具体的に主張して
いるにも拘わらず、裁判所がこれに相応の考慮を払わないでよいとする理由を見い
だせる場合はそれほど多くないとする見方の方が、ここではより実態に即している
と考えられるであろう(25)。
（3）対象犯罪と関連性の考慮
以上が協議・合意制度の実質的な内容であるが、その適用範囲を考える上でさら
に重要となるのは、この制度の適用対象となる犯罪が何かということである。また
対象犯罪の問題は、他人の犯罪事実解明への協力が協力者の刑事処分を軽減するこ
との刑罰論的な正当化を問う本稿の課題からしても、特別な意味を有している。な
ぜならば、ここで刑事処分の格差について考えることは、「『追求されるべき訴追』
と『犠牲にされるべき訴追』の間の比較衡量」を問題とすることに他ならないの
で(26)、当然に対象となる犯罪の重さを考慮しなければならないといえるからであ
る。
この点、改正法で協議・合意制度の対象とされたのは、恩典が付与される被疑
者・被告人の犯罪と訴追協力によって解明される犯罪のいずれについても、一定の
財政経済犯罪及び薬物銃器犯罪に限定されている。これらの犯罪は、改正法では
「特定犯罪」と呼ばれている（刑訴法 350条の 2第 1項及び第 2項）。
このような限定の趣旨については、「一方で、本制度が有効に機能すると予想さ
(24)特別部会第 20回会議議事録 34-35頁〔角田正紀発言〕、特別部会第 25回会議議事録 10
頁〔龍岡資晃発言〕。これらと同旨の見解として、笹倉（香）・前掲注 (21) 170頁も参照。
(25)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」27頁、川出・前掲注 (8) 67頁。
(26)井上和治「共犯者による捜査・訴追協力と減免的措置の付与」刑雑 48巻 3号（2009年）
366頁。
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れる犯罪を対象とし、他方で、被害者や国民の理解を得られにくい犯罪を対象外と
すること」にあると説明されている(27)。つまり、これらの特定犯罪は、複雑な組
織的背景やその密行性の高さから、共犯者間の指揮命令系統や意思連絡プロセス、
資金移動の趣旨といった事情を解明するために供述証拠が特に必要とされる類型
であり、本制度導入の契機となった供述証拠収集の困難化が特に影響する場面とい
える(28)。そして、事案解明の観点からは、本制度を導入して、「内部者から十分
な供述が得られるならば、口座・帳簿等の取引記録、電話・メール等の通信記録、
薬物銃器等の法禁物といった証拠の確保が可能で、『供述を得て裏付けで勝負する』
という構造になじみやすい犯罪類型」といえるので、本制度が有効に機能すると考
えられたわけである(29)。その一方で、生命・身体犯がここでは一律に除外されて
いるが、これは犯人の厳重処罰を求める被害者からの抵抗感に配慮したためとされ
ている(30)。
また対象犯罪との関係で本制度の適用範囲を考えるとき、恩典を付与される被疑
者・被告人の犯罪事実と訴追協力によって解明される他人の犯罪事実との間に関連
性を要求するか否かということも、それに大きく影響する。この点について、刑の
減軽制度との関連ではあるが、被疑者・被告人に自発的な供述への動機付けを与え
るという政策的な目的からすると、自己の行為とは全く無関係な犯罪事実の訴追に
協力する場合であっても、これを除外する理由はないとする見解が一方では示され
ている(31)。そして、実際に答申における要綱（骨子）の段階では、2つの犯罪事
実の間の関連性の意義は、それほど意識されていなかった(32)。しかし、その後の
国会では一部修正が加えられ、協力者本人の犯罪と訴追協力の対象になる他人の犯
(27)南迫・前掲注 (20) 56頁。
(28)池田（公）・前掲注 (6) 12頁。
(29)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」26頁。また被疑者・被告人の側から見た場合には、特定
犯罪とされた類型は「損得計算が非常にしっくりする類型の犯罪」であるとされており
（特別部会第 14回会議議事録 20頁〔松尾浩也発言〕、同第 21回会議議事録 21-22頁〔角
田正紀発言〕）、南迫助教は、このような限定は虚偽の捜査協力を防止する上でも有意義
であると評価している。南迫・前掲注 (20) 57頁。
(30)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」26頁、川出・前掲注 (8) 67頁、南迫・前掲注 (20) 57頁。
(31)池田（公）・前掲注 (6) 18頁、川出敏裕「捜査・公判協力による刑の減免制度」高橋則夫
ほか編『曽根威彦先生・田口守一先生古稀記念祝賀論文集［下巻］』（成文堂、2014年）
430頁。
(32)笹倉（香）・前掲注 (21) 169頁、泉澤・前掲注 (14) 35頁参照。ここで笹倉教授は、関連
性のない事件の情報提供が虚偽供述を誘発する危険性をむしろ問題にしている。
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罪との間の「関連性の程度」は、検察官による合意判断の考慮要素として規定され
ることになった（刑訴法 350条の 2第 1項）。したがって、やはり本制度の下でも
「追求されるべき訴追」と「犠牲にされるべき訴追」の関連性については一定の配
慮がなされるものと考えられる(33)。
（4）供述の任意性・信用性の担保
また、供述証拠の獲得を容易にしてより確実な事案の解明を目指す協議・合意制
度の目的や、刑事処分の軽減という法的効果との関係で重要といえるのは、訴追協
力の真正性、すなわち供述の任意性と信用性を確保するために十分な制度的保障が
施されているかという点である。実際に特別部会で本制度導入に反対する立場の
主要な論拠とされていたのも、被疑者・被告人が恩典を受けたいがために、無関係
な他人を犯罪に巻き込んだり、その役割を過大にしたりするなど、虚偽の供述によ
る引き込みの危険が大きいということであった(34)。その一方で、被疑者・被告人
が、同じく恩典の獲得に腐心するあまり、恩典の意義や付与の条件を十分に理解せ
ずこれに応じてしまう虞れがあることも懸念されていた。特にこのような場合に
は、被疑者等の自由で合理的な意思決定が保障されていないということになり、本
制度の根幹である合意の有効性に疑問が生じることになる(35)。
そこで、被疑者・被告人の権利保障と協議・合意のプロセス全体の適正さの両方
を担保するために、まず協議と合意への弁護人の関与が必要的とされている（刑訴
法 350条の 3第 1項、350条の 4第 1項）。また実際には、協議は検察官と弁護人
との間で行うことが基本的に想定されている(36)。これによって、被疑者・被告人
は、弁護人と相談して利害得失を合理的に判断した上で合意することが可能とな
り、訴追協力の任意性が担保されることになる(37)。また協力者の弁護人には、弁
(33)同条では、その他に恩典の付与によって得られる証拠の重要性と、合意の対象となる犯
罪の軽重および情状が挙げられている。
(34)特別部会第 14回会議議事録 7頁〔神洋明発言〕、同 9頁〔後藤昭発言〕。なお、ここで後
藤教授は、協力者による他人の公判における証言について補強証拠を要求することの必
要性に言及している。
(35)池田（公）・前掲注 (6) 16頁、南迫・前掲注 (20) 60頁参照。
(36)特別部会第 1作業分科会第 3回会議議事録 21頁〔岩尾信行発言〕、同 21頁〔後藤昭発
言〕、同 22頁〔井上正仁発言〕。
(37)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁。その他に、池田（公）・前掲注 (6) 16頁も同旨。
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護士による虚偽証拠等の提出を禁じた弁護士職務基本規程 75条と弁護人が「積極
的に真実を歪める行為をしてはならない」とする消極的真実義務があるため、被疑
者等が虚偽供述をすると知りながら協議・合意をすることが禁じられる。したがっ
て、協議・合意の過程に協力者の弁護人が介在することは、引き込みの危険の未然
防止にもつながることになるであろう(38)。以上の意味において、弁護人の必要的
関与は、被疑者等の自由で合理的な意思決定を担保することになり、その結果、当
該合意に基いて得られた供述の任意性、つまりその証拠能力と証明力を確保するこ
とにつながると考えられるのである(39)。
また、同じく供述の信用性を確実なものとするために、検察官には、協議の過程
で、合意の対象となる他人の犯罪事実について協力者本人から供述聴取することが
認められている（刑訴法 350条の 5第 1項）(40)。ここでもやはり弁護人が通常同
席するものと考えられているが、検察官側でも、本人から直接聴取することによっ
て、被疑者等の協力意思の真摯さや協力内容とその信用性を見極めることが可能に
なる(41)。そして、検察官が裏付捜査を行った上で一旦合意が成立した後について
は、捜査機関に対する虚偽の供述や偽造ないしは変造証拠の提出が処罰されるよ
う新たに罰則規定が設けられた（5年以下の懲役、刑訴法 350条の 15第 1項）。こ
のようにして、協力者の供述の信用性をより直接的に担保する方策もとられてい
(38)川出・前掲注 (8) 68頁、南迫・前掲注 (20) 61頁。なお、川出教授は、さらに一歩進ん
で、この場合、弁護人には虚偽の供述をしないよう「被疑者・被告人を説得する義務」が
あるとしている。
(39)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁、南迫・前掲注 (20) 60頁。この点に関連して、笹倉
教授は、「取引」は本来「対等な」当事者間で行われることが前提であるにもかかわらず、
本制度の下では、検察官と協力者たる被疑者・被告人が必ずしも「対等」とはいえないこ
とを問題視している（笹倉（香）・前掲注 (21) 171頁）。たしかに、両者の関係を純粋な
意味で「対等」と見るのには無理があると思われるが、少なくとも客観的な合理性をもっ
た被疑者・被告人自らの任意的な選択・決定であることは、本制度の下でも保障されて
いると考えられるのではないだろうか。
(40)ここでは、被疑者の取調べに関する刑訴法 198条 2項が準用されており、黙秘権告知も
行われる。ただし、ここで本条が「準用」と規定していることから、協力者の供述聴取は
被疑者の取調べとはあくまでも別種の手続として位置付けられている。宇川・前掲注 (6)
「供述証拠」23頁。
(41)特別部会第 23回会議配布資料「作業分科会における検討結果（制度設計に関するたた
き台）」14頁（　http://www.moj.go.jp/content/000119687.pdf,最終アクセス：2018年 5
月 23日）。また、宇川・前掲注 (6)「供述証拠」23頁、南迫・前掲注 (20) 58頁も参照。
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る(42)。
さらに、合意の内容が最終的に実現される公判においても、開示された合意書面
に基く効果的な反対尋問と、公平な裁判所による事実認定を通じて、当事者主義訴
訟における安全装置が十分に機能するよう配慮されている(43)。すなわち、協力者
自身の被告事件と訴追協力の対象となる他人の刑事事件のいずれについても、検察
官は、合意書面の証拠調べを遅滞なく請求するよう義務付けられている（刑訴法
350条の 7第 1項、350条の 8、350条の 9）。これによって、引き込みの弊害が危
惧される他人の公判では、合意内容を踏まえた効果的な反対尋問とその他の十分な
防御活動が可能になると考えられる(44)。他方で、裁判所は、当事者の訴訟活動や
証人としての証言について心証を形成する前に、前提とされている合意の存在と内
容を確実に把握することができるようになる。その上、合意に基く恩典の付与を前
提とするので、そこでの供述は、恩典獲得の動機と共犯者への責任転嫁という固有
の動機を背景とした、二重の意味で信用性に乏しいものと評価されることになる。
したがって、訴追協力者による供述の信用性判断は、裁判所によって通常よりも慎
重に行われることになるであろう(45)。
Ⅲ．他人の犯罪訴追への協力に基く恩典付与と訴追裁量権の限
界
（1）恩典の付与と訴追裁量権の限界
このように、今回導入された協議・合意制度は、これまでも尋問テクニックの一
種として行われてきたといわれる「暗黙の取引」を正式に「制度化」し、被疑者・
被告人の自由で合理的な意思決定を保障しながら犯罪事実の解明を促すことがで
(42)なお、本条の新設は、偽証罪（刑法 169条）によってカバーされない場合を補足するも
のである。宇川・前掲注 (6)「供述証拠」23頁。
(43)宇川・前掲注 (6) 24頁。
(44)特別部会・前掲注 (41)「制度設計に関するたたき台」15頁、宇川・前掲注 (6)「供述証
拠」24頁、川出・前掲注 (8) 68頁、南迫・前掲注 (20) 63頁。
(45)池田（公）・前掲注 (6) 16頁、宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁、川出・前掲注 (8) 68
頁、南迫・前掲注 (20) 63頁。
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きる、比較的オープンな手続を実現するものといえよう(46)。もっとも、その一方
で、要となる恩典付与の根拠は、あくまでも検察官がもともと有している「訴追裁
量権」（刑訴法 287条）にあるとされており、求刑の引下げを含めた刑事処分軽減
の結果については「運用の妙に期待する」とされている(47)。
しかし、その訴追裁量権が、他人の事件の解明への貢献のみを理由として刑事処
分を軽減することまでを正当化しうるものであるのかについては、一部の論者に
よって疑問が投げかけられている。例えば、池田公博教授は、判例上、訴追に際し
て検察官は「事案の軽重、立証の難易等諸般の事情」を考慮することができるとさ
れているが、起訴猶予が「検察官の視点からの〔特別予防を重視した〕刑事政策的
配慮の処分という性格をもつ」と解されている(48)ことから、訴追裁量権に基く恩
典の付与の限界について言及している。つまりここでは、反省・悔悟と離れて、他
人の事件解明への貢献が専ら打算に基いて行われる場合に、そのような貢献自体
を、明文の規定なしに、起訴猶予判断の合理性の根拠とするのは難しいとされる
のである(49)。さらに、長沼教授も、本来「犯人」に対する刑事政策的観点を問題
とする刑訴法 248条が、「第三者に対する刑事責任追及という別の公益目的実現の
ために不訴追する権限まで認めたものであるかは疑わしい」としている。そして、
「犯人の訴追が不要になるのではなく、本命である第三者のために犯人の訴追を断
念せざるをえない」という形で訴追処分を行う必要性があるとすれば、同条とは別
に立法的な手当が必要であると指摘されている(50)。
（2）刑の減軽制度の導入見送りと残された検討課題
これらの見解と関連して、特別部会でも当初検討されていた刑の減軽制度は、協
議・合意制度と同じく被疑者・被告人に自発的な供述を行うよう動機付けるための
(46)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」24頁、川出・前掲注 (8) 66頁参照。もっとも、笹倉教授は、
特別部会における議論の出発点が「証拠収集方法の多様化」にあったため、本制度には事
実上の「司法取引」を適正なものにするための制度化の観点が反映されていないと指摘
している。笹倉（香）・前掲注 (21) 167頁以下。しかしながら、これら 2つの視点は、必
ずしも排他的な関係に立つものではなく、両立しうると考えられるのではないだろうか。
(47)宇川・前掲注 (6)「供述証拠」22頁。
(48)三井・前掲注 (9) 32頁。
(49)池田（公）・前掲注 (6) 14頁。
(50)長沼範良「取引的刑事司法」松尾浩也＝井上正仁編『刑事訴訟法の争点〔第 3版〕』（有斐
閣、2002年）113頁。
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刑の減軽を内容としており(51)、まさに協議・合意制度に実体法上の基礎を与える
ものと解することができる(52)。しかしながら、特別部会の答申では、同制度の導
入は見送られることになった。その理由は、何だったのであろうか。
当初の議論の中で、刑の減軽制度は、事案解明のための協力を法律上の減軽事
由とし、これによって判断基準を含めた立法者の意思を明示することで、被疑者・
被告人の自発的な供述に大きな動機付けを与える点に意義があると説明されてい
た(53)。そして、作業分科会によって作成された「制度設計に関するたたき台」で
は、捜査・公判協力型の制度として、自己と共犯関係等にある一定の他人の犯罪に
ついて「捜査機関に知られていない事実であって当該他人の犯罪の証明のため重要
なものを供述してその犯罪事実を明らかにした場合において、当該自己の犯罪及び
当該他人の犯罪の軽重及び情状その他の事情を考慮して相当と認めるときは、その
刑を減軽することができる」とする案が示されていた(54)。ここでは、刑の減軽の
対象となる自己の犯罪事実と事案解明の対象となる他人の犯罪事実との関連性の
要件が明示され、訴追への協力を超えて実際にそれによって他人の犯罪事実が解明
されたことを必要としている点を除けば(55)、前述した協議・合意制度の内容と概
ね対応しているといえる。
しかし、このような刑の減軽制度の導入に対しては、特に裁判所側から公判審理
の負担が重くなることへの懸念が示され、立法化が見送られた。つまり、ここで立
法化見送りの最大の理由とされたのは、他人の犯罪事実の解明への協力が減軽事由
として争われた場合に、本来の審判の対象とは異なる他人の犯罪事実について立ち
入った審理を行わざるを得なくなることの弊害であった(56)。また、制度の実効性
の面からも、併せて疑問が呈された。すなわち、「任意的な刑の減軽事由について
(51)特別部会・前掲注 (41)「制度設計に関するたたき台」7頁。なお、それ以前の特別部会
での議論においては、「刑の減軽」のみならず、「刑の免除」についても併せて検討されて
いた。
(52)川出・前掲注 (31) 412頁。
(53)特別部会第 14回会議議事録 4頁〔大野宗発言〕、同 9頁〔山口厚発言〕、同 12頁〔川端
博発言〕。
(54)特別部会・前掲注 (41)「制度設計に関するたたき台」7頁。なお、ここでは、自己負罪
型の刑の減軽制度についても、併せて提案されていた。
(55)川出・前掲注 (31) 411頁参照。
(56)特別部会・前掲注 (41) 「制度設計に関するたたき台」10頁、川出・前掲注 (8) 71頁参
照。その他に、池田・前掲注 (6) 18頁もこの問題性を指摘している。
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は、実務上、法定刑の下限を下回る量刑をする場合に限って減軽処理が行われる運
用がなされており、また、実際に減軽されるか否かは判決時まで分からないことか
ら、自発的な供述の動機付けとして十分に機能しないのではないか」とする意見が
示されていた(57)。以上のような観点から、刑の減軽制度については、現時点では
弊害を上回るだけの必要性とメリットが十分に示されていないとする見方がわが
国では優勢となっている(58)。
もっとも、答申の中で、刑の減軽制度は引き続き検討を続けていくものとされて
おり(59)、「協議・合意制度の運用を検証しつつ、それでは賄いきれない部分を取
り込むような制度として構築できるかを検討することが必要である」とする意見も
他方では見られる(60)。そして、他人の犯罪事実の解明への貢献について、手続法
上の制度化を実体法上の基礎付けと分離したことによって、やはり依然として検
察官による寛大処分の刑罰論的な正当化の問題が取り残されている感は否めない。
この点、先に挙げた刑の減軽制度反対論の主張からは、法定刑の下限を下回る量刑
ないしそれに匹敵する手続法上の優遇的な取り扱いを行う場合には、むしろ立法化
された量刑法上の裏付けが必要であるともいえそうである。より実質的には、今回
の協議・合意制度の下で、他人の犯罪事実の解明という純粋な公益目的の実現を根
拠として、「専ら打算に基いて行われた訴追協力」にも刑事処分の軽減を認めるこ
とが妥当といえるのかという問題が、積み残されている。
そこで議論の具体的な手がかりを得るために、以下では、他人の犯罪事実の解明
への貢献を実際に一般的な量刑事由として実体法上に位置付けているドイツ刑法
の王冠証人規定について検討する。特に、当該規定の内容と結び付いた刑罰論的基
礎付けの議論にここでは焦点を当てる。
(57)特別部会・前掲注 (41) 「制度設計に関するたたき台」10頁。その他に、池田・前掲注
(6) 18頁も同旨。
(58)川出・前掲注 (8) 72頁参照。
(59)特別部会・前掲注 (2)「要綱（骨子）」72頁。
(60)川出・前掲注 (8) 72頁。
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Ⅳ．ドイツの王冠証人制度と刑の減軽の理論的根拠
（1）制度の基本的枠組と制度趣旨
他人の犯罪事実解明への貢献について、ドイツでは、英米法の伝統に倣ってこれ
を「王冠証人」（Kronzeuge）と呼び(61)、刑法典の一般的な量刑事由の 1つとし
て 46条 bに規定している。そこでは、中程度ないし重度の罪を犯した行為者が、
知っていることを自ら明らかにし、これによって①自身の犯罪行為と関連がある一
定の犯罪行為の解明、または②自身の犯罪行為と関連して計画されている一定の犯
罪行為の阻止に大きく貢献した場合に、裁判所が裁量的に刑を減軽するか刑を免除
することができると規定している(62)。この条文は、2009年の改正によってドイ
ツ刑法典に挿入され、2013年に新たに「関連性」の要件を追加する改正を経て、
現在の形に至っている(63)。
2009年の制度導入時の立法理由書によれば、王冠証人規定の目的は、テロ組
織や経済犯罪を行う犯罪組織を壊滅するために、協力意思がある関与者に犯罪の
解明及び予防に「協力することへの誘因」を与えて、価値ある内部情報の獲得を
可能にすることにあるとされている(64)。ドイツにおいても、わが国と同様に、
高度な共謀性と閉鎖的な仕組みによって特徴付けられるそれらの犯罪組織を前に
して、捜査機関がその内部に入り込んで必要な情報を獲得することの困難に直面
(61)英米法の歴史における「王冠証人」制度の展開については、John H. Langbein, The
Origins of Adversary Criminal Trial (Oxford: Oxford University Press, 2005), 158、
井上和治「共犯者による捜査・訴追協力と減免的措置の付与（2）―英米法の歴史的展開
に関する検討を中心として」法学協会雑誌 123巻 12号（2006年）2676頁以下参照。
(62) Vgl. Kindha¨user/Neumann/Paeffgen-Streng, Nomos Kommentar. Strafgesetzbuch
(StGB), Bd. 1, 4. Aufl. 2013, § 46 b Rn. 8; Kaspar/Wengenroth, Die neue
,,Kronzeugenregelung“ in § 46b StGB: Vorausestzungen, Kritikpunkte und
straftheretische Bedeutung, GA 2010, 454.
(63)現在も妥当する麻薬法に加えて、時限立法であったいわゆる「王冠証人法」には、もと
もと同種の規定が置かれていた。2009年立法までの経緯については、Ko¨nig, Wieder
da: Die ,,große“ Kronzeugeregelung, NJW 2009, 2481 f.; NK-Streng, § 46 b Rn. 1;
Kapar/Wengenroth (Fn. 62), 453 f.を参照。また、邦語での詳しい紹介として、野澤
充「ドイツ刑法の量刑規定における新しい王冠証人規定の予備的考察」神奈川法学 43巻
1号（2010年）75頁以下、川出・前掲注 (31) 415頁以下参照。
(64) BT-Drucks. 16/6268, 1. Vgl. auch Scho¨nke/Schro¨der-Kinzig, Strafgesetzbuch Kommentar,
29. Aufl. 2014, § 46 b Rn. 1.
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し、そのような事情が王冠証人規定導入の契機とされている。また当該規定の創設
は、テロリズムや組織犯罪の対策を急ぐ世界的な動向への対応としても位置付けら
れている。この点で、ドイツの立法者は、欧州連合によるいくつかの枠組み決定
（Rahmenbeschluss）の要請を考慮して、ドイツ刑法 46条 bの内容が同時にそれ
らの要請を満たすものであると説明している(65)。
また学説では、このような供述獲得手法の実際上の必要性と並んで、王冠証人を
「制度化」したこと自体の意義についても言及されている(66)。ドイツの司法実務
においても、従来から立法による授権がない状態で証人の優遇が行われてきたこと
自体は一般に認識されていた。しかし、そのような取引的手法に対しては、手続規
定の本来の目的を逸脱したやり方も中には見られるとして、これを疑問視する声が
あった。例えば、共犯者からの協力を得るために大幅な刑の減軽を約束して、本
来、複数の犯罪行為の一部について手続の打ち切りを認めているドイツ刑訴法 154
条を用いるような手法が、批判の対象とされていた。それゆえ、シュトレング教授
は、王冠証人規定の導入が、同じ恩典を認める場合でも、刑の免除を理由とした手
続の打ち切りを定めたドイツ刑訴法 153条 bを正面から適用するのを可能にしたこ
とが重要であると指摘している(67)。このようにして、ドイツの王冠証人立法の意
義は、取引的手法が「野放し」になることを回避した点にもあると解されている。
（2）協力行為の内容―解明への寄与（Aufkla¨rungshilfe）と防止への
寄与（Pra¨ventionshilfe）
ここで被疑者・被告人に求められる協力行為の内容は、わが国の協議・合意制度
と同様に、犯罪事実について、自らが知っていることを訴追機関に対して任意に開
示すること（freiwilliges Offenbaren von Wissen）とされている(68)。他方で、
ドイツ刑法の王冠証人規定は、すでに行われた犯罪事実の「解明に寄与すること」
（第 1項第 1文第 1号）に加えて、まだ計画段階にある犯罪事実の「防止に寄与する
(65) BT-Drucks. 16/6268, 9. これに関連して、ドイツ刑法 46条 bとEU法との関係につい
ては、滝沢誠「被告人の刑事責任を減免する制度の導入の是非について」専修法学論集
117号（2013年）39頁以下参照。
(66) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 3.
(67) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 3.
(68) Vgl. NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 8.
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こと」（第 1項第 1文第 2号）にも刑の減免の可能性を認めている点に特徴がある。
まず、それらの行為が被疑者・被告人の協力であるといえるためには、当然のこ
とながら任意性が前提として認められなければならない。もっとも、この任意性の
要件については、何か特別なものを要求するのではないと解されている(69)。すな
わち、被疑者・被告人は、常に処罰の脅威の下に置かれているが、その意味での典
型的な強制状況が任意性を排除するものではないという点については、争いがな
い。また、連邦通常裁判所の判例によれば、証人として抽象的に課される証言義
務についても、王冠証人の任意性を否定するものではないとされている(70)。そし
て、被疑者・被告人の協力行為は、高尚な動機に基くものである必要はなく、むし
ろ動機の内容については全く問わないと解されている(71)。したがって、ドイツの
王冠証人の枠組みでは、専ら打算的な動機から訴追協力する場合であっても、刑の
減免が認められることになる。
他方で、協力行為によってもたらされる成果（結果）については、量刑上の恩典
を与えるのに十分であるといえるよう、一定の水準が求められている。とりわけ第
三者が行った過去の犯罪行為の解明に寄与する場合には、協力者が申告すること
で、特定の人物が対象犯罪を実行したことについての十分な嫌疑が認められるよう
になることが必要であるとされている(72)。またそのためには、申告の対象となる
第三者の身許が特定されるとともに、まだ認知されていない犯罪行為が新たに立証
可能となるか、あるいはすでに認知された犯罪行為であれば、当該犯罪事実の立証
がより容易で確実なものになることが求められている(73)。したがって、王冠証人
による刑の減免が認められるためには、協力者の申告によって、少なくとも対象と
なる第三者の刑事訴追の成功が見込まれる程度に、対象犯罪の「発見と解明」に
とって本質的な貢献がなされたといえなければならないと解されている(74)。
またそのような「解明結果」（Aufkla¨rungserfolg）の要求に加えて、ドイツの立
法者は、犯罪事実の解明に貢献する協力者の行為態様にも一定の限定を加えている。
(69) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 8, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 11.
(70) BGHSt 55, 155.
(71) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 8, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 11.
(72) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13.
(73) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13.
(74) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13, 14.
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すなわち、46条 b第 1項第 3文は、協力者が申告の対象となる犯罪行為に正犯又は
共犯として関与している場合に、その解明への貢献が、協力者自身の行為寄与を超
える部分にまで及ばなければならないとしている。それゆえ、たとえそれが包括的
な供述であったとしても、単に自己が関与した部分について自白することだけでは
足りず、あくまでもそれを超えた情報提供によって第三者の効果的な刑事訴追に本
質的に貢献したか否かが問われることになる(75)。もっとも、他人の犯罪事実解明
への本質的な貢献という観点からすれば、自己の関与部分について自白すること自
体は不可欠な要素ではないということになる(76)。また、自己の関与を矮小化した
り否定したりすることも、直ちに本条の適用を妨げるものではないとされている。
なお、ここで決定的な意義を有することになる「解明結果」については、協力者
の供述によって第三者の犯罪行為が現に解明されたということを、裁判所が確信を
もって認定しなければならないとされている。特に、この認定には、「疑わしきは
被告人の利益に」の原則（Grundsatz in dubio pro reo）が適用されないとされて
いるので、裁判所が確信に達しない場合には、被告人である協力者に不利に判断さ
れることになる(77)。
以上の犯罪事実の「解明への寄与」に対して、犯罪行為の「防止への寄与」につ
いては、犯罪行為の計画段階か不可罰とされている予備段階において当該行為を公
的機関に具体的に開示することに意義が見出されている(78)。それゆえ、申告の時
点において、犯罪計画が実現される危険がなお残されているのでなければならず、
例えば協力者が逮捕されることによって犯罪行為が実行される可能性が失われる
ような場合には、「防止への寄与」はもはや不可能となる(79)。それに対して、申
告の対象となる犯罪行為がすでに可罰的な段階に達しているが、それでもなおそ
の完遂を阻止できる場合には、1号の「解明の寄与」と 2号の「防止への寄与」の
両方が適用可能であると解されている(80)。また犯罪行為の「防止結果」について
は、協力者の申告は、計画されている行為の阻止がまだ可能といえる段階に行われ
(75) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 14.
(76) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 13, 14.
(77) BT-Drucks. 16/6268, 12, NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 9, Kaspar/Wengenroth
(Fn. 63), 455.
(78) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15.
(79) NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 10, S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15.
(80) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15.
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て初めて意味を有することになるので、実際に当該犯罪行為が阻止されたことは必
要とされていない(81)。
（3）刑の減免と訴追協力の対象犯罪およびその両者の関連性
それでは、この王冠証人規定の下で、「追及されるべき訴追」と「犠牲にされる
べき訴追」の対象とされているのは、それぞれどのような犯罪行為であろうか。ド
イツの王冠証人規定では、わが国の協議・合意制度の場合と異なり、刑の減軽の対
象とされる協力者の犯罪行為と情報開示による解明および防止の対象とされる犯
罪行為とが別個に規定されている。
まず、王冠証人として量刑上の恩典を受けることができるのは、条文上、下限が
引き上げられた自由刑又は無期自由刑が定められた罪を行った者とされている。こ
のうち、「下限が引き上げられた自由刑が定められた罪」というのは、自由刑の下限
である 1月を超える刑が定められていることを意味しており、実際には下限を明確
に定めている罪がこれに該当することになる(82)。したがって、中程度と重度であ
れば、基本的にいずれの犯罪行為を行った者でも、王冠証人となることができる。
その反面で、軽度の犯罪を行った者は、王冠証人規定の対象から明確に排除され
ることになる。このような主体の限定については、ドイツの立法者は、軽度の罪を
犯した行為者が犯罪事実の解明ないしは防止に貢献した場合、それらの協力行為は
通常、量刑の一般的な枠組みを定めたドイツ刑法 46条の枠内か、手続の打ち切り
を定めたドイツ刑事訴訟法 153条以下を適用する上で適切に考慮され得ることを、
理由として挙げている(83)。
これに対して、協力行為の対象とされる第三者の犯罪行為については、通信傍受を
規定したドイツ刑訴法 100条 a第 2項が列挙する犯罪類型に限定されている(84)。
この点、立法理由書によれば、通信傍受の利用が許される対象犯罪は、一定の重さ
を伴い、かつしばしば共謀に基いて閉鎖的な仕組みの中で実行されるので「捜査の
不足」（Ermittlungsdefizit）を生み出しやすいとされ、同じくその問題に対処する
(81) S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 15, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 456.
(82)この点の説明については、川出・前掲注 (31) 419頁、野澤・前掲注 (63) 89頁参照。
(83) BT-Drucks. 16/6268, 10. Dazu vgl. auch NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 8.
(84)なお、同条に含まれる犯罪類型の邦訳については、内藤大海「ドイツ」白取祐司ほか編著
『日本版「司法取引」を問う』（旬報社、2015年）140頁以下参照。
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ことを狙いとする王冠証人の対象とすることに合理性があると説明されている(85)。
しかしながら、ドイツ刑訴法 100条 aで挙げられている犯罪類型には、当初王冠証
人規定導入の契機とされたテロ犯罪や組織犯罪だけではなく、重大な性犯罪や殺人
罪、強盗・恐喝罪、さらには文書偽造罪なども含まれている。それゆえ、カスパー
教授とヴェンゲンロート弁護士は、王冠証人の対象犯罪を通信傍受の対象犯罪と結
び付けることについては、必ずしも「捜査上の緊急事態」（Ermittlungsnotstand）
への対応という王冠証人の立法趣旨を反映したものとはいえず、むしろ、王冠証人
の寄与が恩典を与えるのに十分な重大な犯罪に関連していることを示すに過ぎな
いと指摘している(86)。
そして、現行法の規定では、これら情報提供者が行った犯罪行為と情報提供に
よって解明ないし防止される他人の犯罪行為との間には、一定の「関連性」が必要
であるとされている（ドイツ刑法 46条 b第 1項第 1文第 1号および第 2号）。この
要件は、2009年の王冠証人規定導入の際には不要とされていたが、2013年に当該
規定が改正され、新たに追加された。
立法理由書によれば、この関連性要件が認められるためには、まず王冠証人が
行った犯罪行為と申告される他人の犯罪行為が 1つの犯罪事象全体の一部といえ
なければならず、それゆえ 2つの行為の間には内部的ないしは内容的な結び付きが
必要であるとされている(87)。このことから、例えば、ある組織化された集団にお
いて、協力者と他人の犯罪行為の両方が実行されたといえる場合であっても、協力
者がその集団に所属しているということだけでは両行為の関連性を認めるのに十
分ではないということになる。むしろ、それらの行為のいずれもが、申し合わせら
れた全体的な事件経過の中に含まれていることが必要であるとされている。それ
ゆえ、例えば、職業的な詐欺のために結び付いたグループの場合に、これに属して
いる「王冠証人」は、仮に自身が申告する詐欺行為に関与していなかったとして
も、その他人の行為と自己の詐欺行為との間に関連性が認められ得ることになる。
しかし、これとは反対に、明確に申し合わせられた全体的な事件経過の一部でも
「典型的にそれに随伴する犯罪」でもなく、この集団のうちの一人が重大な身体傷
(85) BT-Drucks. 16/6268, 11. Vgl. auch NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 7.
(86) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 455. Vgl. auch Ko¨nig (Fn. 63), 2482.
(87) BT-Drucks. 17/9695, 8. Vgl. auch S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 7b.
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害の罪を犯した場合には、集団の財産犯罪との間に関連性は認められない。した
がって、ここで身体傷害を犯した行為者が、財産犯罪を申告することによって、王
冠証人としての優遇を受けることはできないとされている。
（4）刑の減軽および刑の免除に関する理論的根拠
ⅰ．王冠証人規定と責任主義との整合性を巡る問題
以上のような諸要件を満たした場合に、ドイツ刑法 46条 bは、裁判所が、ドイ
ツ刑法 49条第 1項に基いて法定刑の枠を引き下げて刑を減軽することができると
し（任意的減軽、第 1項第 1文）、比較的軽微な罪に問われている協力者の場合には
刑を免除することさえできるとしている（第 1項第 4文）。ここでわが国の協議・
合意制度と比べて特徴的なのは、ドイツの王冠証人規定が刑の免除の可能性まで認
めていることである。そして、この規定の存在が、検察官と裁判所に、刑の免除の
可能性を理由として手続の打ち切りを認めるドイツ刑事訴訟法 153条 bの援用を
可能にしている。それゆえ、王冠証人に関する量刑法上の規定は、この種の訴追協
力に対する手続的な優遇措置にとってもやはり重要な意味を有しているといえる。
しかし、このような寛大な取扱いを含む王冠証人規定の導入に対しては、期待され
る刑事政策的な効果に争いがあり、結局「犯罪行為との怪しい取引」を追認するだけに
すぎないとして、立法当初から懐疑的な見方が少なくなかった(88)。すでに 2009年
の立法段階には、ドイツ裁判官連盟（Deutscher Richterbund）やドイツ弁護士協会
（Deutscher Anwaltsverein）、連邦弁護士会（Bundesrechtsanwaltskammer）、
刑事弁護人協会（Strafverteidigervereinigungen）から、「珍しく一致して」反対
の意見が表明されており、導入後も、実務家を中心として実体法的観点と手続法的
観点の両面から多くの疑問が投げかけられてきた(89)。
そこで特に問題視されたのが、責任主義（Schuldprinzip）との整合性であっ
た(90)。つまり、「他人の犯罪行為」の解明に協力したとしても、それを「自己の
(88) Klaus Malek, Die neue Kronzeugeregelung und ihre Auswirkungen auf die Praxis
der Strafverteidigung, StV 2010, 200 f.
(89)実体法的観点および手続法的観点からの種々の批判については、Vgl. S/S-Kinzig (Fn.
64), § 46 b Rn. 2, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 457 ff.
(90) Jens Peglau, U¨berlegungen zur Schaffung neuer ,,Kronzeugenregelungen“, ZRP
2001, 105.
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犯罪行為」の責任に影響を及ぼす事情と解するのは難しいのであって、王冠証人規
定が認める大幅な刑の減軽は、本来量刑を基礎付けるはずの行為者の責任の枠を逸
脱しているのではないかという点に、批判の声が向けられたのである(91)。
実際に、従来のドイツ連邦通常裁判所（BGH）の判例においても、量刑は、侵
害された法秩序への影響を表す犯罪行為の重さと並んで、行為者の個人的な責任
の程度によって決まると解されてきた(92)。そこでは、量刑の一般原則を定めたド
イツ刑法 46条 1項第 1文の文言に従って、責任はまさしく量刑判断の基礎をなす
ものとされている。それゆえ、裁判官は、あくまでも法定刑の枠内で行為の重大
さと行為者の責任の比較衡量を行って、責任に見合った刑（schuldangemessene
Strafe）を科さなければならないと考えられてきた(93)。
このような理解からすると、量刑の基礎にある責任は行為の重さを表す結果不
法と行為不法を前提とした個人的な非難を意味するのであって、責任の大きさ
が犯罪行為の終了後に変更されることは本来ないはずである。したがって、犯罪
行為後の事情に属する第三者の訴追への協力には、「責任を埋め合わせる効果」
（schuldkompensierende Wirkung）は認められないということになる(94)。その
ような考慮もあって、王冠証人規定の導入以前のBGHの判例では、第三者の犯罪
訴追への協力は、あくまでも自白を伴う限りで 46条 2項の「積極的な事後行為」
と評価され、法定刑の枠内で刑を減軽する事情と解されていた(95)。しかし、新た
に導入された王冠証人規定は、それを超えて、刑の免除の可能性を含めた法定刑の
引き下げを認めている。それゆえ、ドイツでは、他人の犯罪行為の解明を理由とし
て「責任を下回る刑を科すこと」（Schuldunterschreitung）の刑罰論的な基礎付
けが、学説上も重要な問題とされたのである(96)。
(91) Vgl. NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 4.
(92) BGHSt 3, 179. Vgl. auch Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 462. なお、このようなドイ
ツの判例における量刑判断の枠組みは、一般に「幅の理論」（Spielraumtheorie）と呼ば
れている。
(93) BGH St, 20, 264 (266).
(94) Vgl. Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 463.
(95) BGH NStZ 1998, 90.
(96) Vgl. Peglau (Fn. 90), 105.
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ⅱ．王冠証人規定の特別予防的・一般予防的な基礎付け
この点で、カスパー教授とヴェンゲンロート弁護士は、少なくとも責任主義の要
請それ自体は「責任を下回る刑を科すこと」を禁止するものではなく、量刑はむし
ろ憲法上の比例性審査（Verha¨ltnisma¨ßigkeitspru¨fung）にも対応していなけれ
ばならないとして、王冠証人の量刑上の優遇を刑罰の予防目的の観点から説明し
ている(97)。すなわち、重要な法益の保護という刑罰の目的との関係において、手
段となる刑罰は適合的（geeignet）かつ必要不可欠 (erforderlich)で、さらに相当
（angemessen）といえなければならない。それゆえ、犯罪予防の必要性が減少す
る場合には、量刑もまた必ず減軽されなければならないと考えるのである。
その上で、特別予防目的との関係では、申告される犯罪グループとの間に直接的
な関係を有する「内部からの王冠証人」（interner Kronzeuge）の場合、再犯の危
険の減少が考慮され得るとする(98)。この場合、王冠証人は、国家と積極的に協力
してかつての共犯者に責任を負わせることになるので、元の犯罪者コミュニティー
に戻っていくことは難しくなる。また、申告される犯罪グループと関係を持たない
「外部からの王冠証人」（externer Krounzeuge）についても、少なくとも協力行
為によって悔悟と分別が示唆されており、その分再犯の危険に関して良好な予測が
可能であるとされている(99)。この場合、国家と協力する意思のある被疑者・被告
人は、法秩序の存在を明示的に承認しており、それゆえ、全く分別のない行為者に
比べれば、さらに犯罪を犯す蓋然性は低いと説明されている。さらに、そのような
動機を確認することが難しい場合には、王冠証人に有利な方向で「疑わしきは被告
人の利益に」の原則が妥当するともされており(100)、この点は、わが国の議論と
の比較を行う上でも興味深い考察といえる。
他方、ドイツで王冠証人に「責任を下回る刑を科すこと」の弊害で特に危惧され
てきたのは、一般予防の観点であった。つまり、王冠証人規定に対しては、それに
よる刑の減軽が過大で、もはや相当ではないと公衆から受け止められるようになる
(97) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 464 f. ここで、カスパー教授とヴェンゲンロート弁護士
は、責任主義を憲法上の要請であるとしながらも、その内容は、人間の尊厳保障との関係
で、「責任の大きさを超える」刑罰の賦課を禁じるものであると説明している。
(98) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 466.
(99) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 467.
(100) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 467.
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と、正義に根ざした刑法の基盤そのものが危険に晒されることになるとする懸念が
示されてきた(101)。
しかしながら、カスパー教授とヴェンゲンロート弁護士は、このように犯罪に
よって動揺させられた大衆の規範意識の（再）強化を問題とする積極的一般予防の
観点からしても、王冠証人の優遇はなお正当化できるとしている(102)。ここで重
要なのは、責任に相応する刑を下回ることについて、市民一般にとって了解可能な
実質的理由が認められるかどうかであり、それが「正当な」刑罰と受け止められる
かどうかであるとしている。特に興味深いのは、要求される「一般予防的な最低水
準」（generalpra¨ventives Minimum）が、先に言及した特別予防に基く処罰の必
要性の減少との間で相互作用関係（Wechselwirkung）にあるとされていることで
ある。すなわち、「正当な」制裁の問題は「合目的的な」刑罰の問題と区別するこ
とができないので、王冠証人が犯罪者集団から受ける危険な影響を減少させ、新
たな犯罪行為から遠ざかる限りでは、それは合目的的で正当な犯罪対応と解され
ることになる。またそれに加えて、大衆が刑罰を正当かつ相当であると捉えるの
は、結局のところ、刑罰の威嚇ないしは秩序維持的効果が十分に発揮されている
と考えるからであって、その意味において、王冠証人は訴追協力によって犯罪が
訴追され処罰される蓋然性（Entdeckungs- und Sanktionswahrscheinlichkeit）
を高めることになり、犯罪予防の目的に資することになると説明されている。
以上のようにして、王冠証人の訴追協力によって大幅に減軽された刑について
は、特別予防および一般予防の観点から、なお正当かつ相当な制裁であると解され
ている(103)。
ⅲ．関連性要件と量刑上の責任および予防的考慮との結び付き
もっとも、このようにして王冠証人に大幅な刑の減軽の余地を認めることが正当
化可能であるとしても、最終的な量刑判断は、裁判官の裁量に委ねられている(104)。
そして、カスパー教授とヴェンゲンロート弁護士は、その裁量的な判断の中では、
実際に付与される刑の減軽と訴追協力によって解明された犯罪行為とを比較衡量
(101) Vgl. NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 4.
(102) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 468 f.
(103) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 470.
(104) Vgl. S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 23, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 470.
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して、両者の均衡に配慮することが必要であると同時に指摘している。これによっ
て、王冠証人に対する優遇が、明らかに事実を矮小化し、およそ「行為と均衡のと
れた」刑罰とはいえない制裁として受け止められるようになることは、やはり回避
されなければならないとされている(105)。
さらに、このような観点とも結び付いて、2009年の規定導入時に最も問題視さ
れたのが、王冠証人の犯罪行為と申告によって解明される他人の犯罪行為との間の
「関連性要件」を不要としたことであった。すなわち、量刑の一般規定である 46条
は、あくまでも行為者自身と当該行為との関係を前提として行為後の積極的な態度
を行為者に有利な事情としているのであって、王冠証人規定の下で、訴追協力者が
自ら共犯として関与したわけではなく、自分の犯罪行為と何らの結び付きもない
他人の行為の申告に報奨を与えるとすれば、訴追協力者の責任には本来全く影響
しない事情を理由に刑の減軽を認めることになって妥当ではないと批判されてい
た(106)。しかしながら、立法者は、たとえ自分の犯罪行為と無関係の他人の犯罪
行為について情報提供を行った場合でも、犯罪事実の解明と防止に対する当該申告
の価値自体に違いはないとして、当初は関連性要件を積極的に不要であると説明し
ていた(107)。またこの点では、カスパー教授も、刑法の究極の目的である法益の
保護ないしはその侵害の予防の観点を重視するのであれば、関連性要件の導入は刑
罰論的にも刑事政策的にもむしろ妥当な方向ではないと主張している(108)。
しかし、実際のところは 2009年の立法直後から、関連性要件の導入は、新しい
連立政府の連立協定の中で早々に予定されていた(109)。そして、2010年には、先
に挙げた関連性要件の欠如に対する批判を顕在化させる連邦通常裁判所の判例が
現れることになり、最終的には 2013年の改正によって、現行規定のような関連性
要件が導入されることになった。すなわち、連邦通常裁判所は、8つの事件に関し
て文書偽造罪と文書偽造未遂罪で訴追された被告人が、自分が被害者となった強盗
的恐喝罪（ドイツ刑法 255条）と恐喝的誘拐罪（ドイツ刑法 239条 a）の情報を捜
(105) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 469.
(106) Christopf Frank/Andrea Titz, Die Kronzeugenregelung zwischen Legalita¨tsprinzip
und Rechtsstaatlichkeit, ZRP 2009, 139, NK-Streng (Fn. 62), § 46 b Rn. 5.
(107) BT-Drucks. 16/6268, 10. Vgl. auch S/S-Kinzig (Fn. 64), § 46 b Rn. 7a.
(108) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 469, Kaspar, Kronzeugenregelung?, ZRP 2011, 159.
(109) Dazu vgl. Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 454.
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査機関に開示したことについて、条文上関連性要件は要求されていないとして、王
冠証人規定の適用を認める判断を示した(110)。しかし、ドイツの立法者は、この
ような訴追協力から協力者自身の犯罪行為とその特別予防的な要罰性に関する内
心的な態度を推論することは困難であり、協力者の責任に対する間接的な影響さえ
も疑わしいとした。そして、立法理由書では、関連性要件を導入することによっ
て、ドイツ刑法 46条 bの枠内でも責任に見合った刑罰の原則がより強く考慮され
ることになると説明している。つまり、関連性要件を導入することによって、訴追
協力者による申告は、自身の関わりがある犯罪者コミュニティーから離脱する意思
をより信用できるものとし、間接的にでも非難の程度を減少させるのにふさわしい
と考えられるようになると述べられている(111)。
Ⅴ．協議・合意制度の恩典付与に関する刑罰論的な基礎付け
それでは、以上のドイツにおける王冠証人規定の検討を踏まえて、最後に、わが
国の協議・合意制度における恩典付与の刑罰論的基礎付けについて、若干の考察を
行う。
まず、わが国の量刑実務との関係では、被告人による捜査・公判への協力は、「犯
罪行為終了後の事情」として、あくまでも犯罪行為そのものの違法と責任に基いて
予め決定された責任刑の幅の範囲内で考慮されるにすぎないということが確認さ
れなければならない。それゆえ、従来の実務では、真実解明への協力を被告人に有
利に斟酌できるとしても、その程度には自ずと限界があると考えられてきた(112)。
その上で、今回の改正において、訴追協力による刑事処分軽減の実体法上の根
拠とされたのは、自首規定（刑法 42条）の存在であった(113)。すなわち、自首規
定の下で、現行刑法は、「犯罪の捜査及び犯人の処罰を容易にして、国の刑事訴訟
(110) BGHSt 55, 153 (154). なお、下級審の判断を含めたこの判例の詳細については、野澤・
前掲注 (12) 182頁以下を参照。
(111) BT-Drucks. 17/9695, 6. この点については、野澤・前掲注 (12) 189頁以下、池田秀彦
「ドイツの王冠証人規定（刑法 46条 b）の改正を巡って」創価法学 43巻 2号（2013年）
31頁以下を参照。
(112) 長瀬・前掲注 (8) 363-364頁。
(113) 池田（公）・前掲注 (6) 13頁、川出・前掲注 (31) 429頁。
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手続に要する労力及び費用を省く」という刑事政策的な目的の実現を理由として、
「自己の犯罪に関する申告」により刑が減軽され得ることをすでに認めている(114)。
そのため、協議・合意制度の下での寛大な刑事処分についても、被疑者・被告人の
自発的な供述によって捜査の容易化という公益が実現されることを根拠に、同じく
正当化が可能であると考えられている。その意味において、訴追協力の量刑論上の
意義は、協力者の犯罪行為に対する非難や責任の減少とは切り離された刑事政策的
な合目的性ないしは有用性の観点から捉えられている(115)。
このように考えると、協議・合意制度の下では、専ら打算に基いて訴追協力がな
された場合でも、当然に刑事処分の軽減は認められることになる。なぜなら、訴追
協力が如何なる動機から行われたのかということとは無関係に、その行為は刑事
司法制度の迅速円滑な運用という目的にとって望ましいといえるからである(116)。
また同じ理由から、訴追協力によって解明される対象についても、自らが関係する
事件に限定される必要はないということになる(117)。したがって、意図や動機を
要件とはしていない自首規定の存在を前提とすると、それらについて詮索すること
は量刑の判断にとってむしろ不必要であると解されている(118)。
しかし、起訴猶予や求刑の引下げ等の寛大な取り扱いについて、被疑者・被告人
自身の責任や彼らへの法的非難から離れて、専ら刑事政策的な目的の達成の面から
基礎付けることで、本当に十分な説明といえるのであろうか。仮に、捜査の容易化
や犯罪事実の確実な解明が法秩序に対する信頼の醸成をもたらし、そのことが一般
予防に資するとしても、再犯の危険性を全く考慮しないとすれば、そこでの処分が
被害者を含めた公衆から「正当な」刑罰の賦課と受け止められるのは難しいのでは
ないだろうか。実際に長瀬判事は、一方で捜査協力の社会貢献的な側面を重視しな
がらも、それと同時に、行為者の動機について全く無関心でよいとすることに対し
(114) 大塚仁ほか編『大コンメンタール刑法〔第 3版〕第 3巻』（青林書院、2015年）523頁
〔増井清彦〕。その他に、西田典之ほか『注釈刑法 第 1巻総論 §§1～72』（有斐閣、
2010年）638頁（古川伸彦）、野澤充「刑法典における一般的自首規定の制度根拠―明
治期以降の規定を素材に」法政研究 84巻 3号（2017年）254頁以下も参照。
(115) 井田良「量刑理論と量刑事情」現刑 21号（2001年）40頁、長瀬・前掲注 (8) 365頁、
古川・前掲注 (114) 638頁、池田（公）・前掲注 (6) 17頁。
(116) 井田良「量刑論の体系化のための覚書」法学研究 69巻 2号（1996年）307頁、同・前
掲注 (115) 40頁。
(117) 池田（公）・前掲注 (6) 15頁。
(118) 井田・前掲注 (115) 40頁。
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て「若干の違和感」を示している(119)。
この点で、ドイツでは、一般予防目的と特別予防目的の相互連関を念頭に置きな
がら、王冠証人の供述が自分の犯罪に対する非難を間接的にでも減少させること
が、刑の減軽を認める根拠として重視されていた(120)。また、わが国の自首減軽に
ついても、副次的な位置付けではあるが、「犯人の改心による非難の減少」の側面が
含まれているとする見解が、従来から唱えられている(121)。被疑者・被告人による
犯罪訴追への協力は、反省・悔悟の情を含む場合も少なくないし、法秩序の承認な
いしは規範意識への回帰を示唆する事情と見ることができる(122)。特に、協力者
が自己の犯罪行為と関係のある他人の犯罪行為について申告する場合には、ドイツ
で指摘されていたように、元の犯罪者コミュニティーから離脱する意思を明示する
ことになり、再犯の危険性の低さがより直接的に徴表されるといえる(123)。従来
の量刑理論が、再犯防止の必要性の欠如を刑の大幅な減軽を認める重要な根拠とし
てきたことを前提にすると(124)、訴追協力に基く寛大な刑事処分の基盤としても、
やはり特別予防的側面について改めて検討する必要があるのではないだろうか。
もっとも、このような見解に対しては、自首規定が悔悟の情を要件としていない
こととの矛盾を指摘する批判が考えられる(125)。また、実際上、自白や訴追協力
が必ずしも真の後悔に由来するとは限らないことも指摘されている(126)。しかし、
この点については、カスパー教授とヴェンゲンロート弁護士が指摘していたよう
に、「疑わしきは被告人の利益に」の原則から、積極的な訴追協力を果たした被疑
者・被告人には規範意識への回帰が推定されると考える余地がある(127)。このよ
うに考えると、当該推定を破る例外的な場合がさらに問われることになるが、自己
の犯罪と全く無関係な他人の犯罪行為を申告する場合がそれに当てはまるといえ
るのではないだろうか。そして、その限りでは、純粋に打算的な訴追協力は恩典付
(119) 長瀬・前掲注 (8) 365頁。
(120) BT-Drucks. 17/9695, 6.
(121) 増井・前掲注 (114) 525頁。
(122) 増井・前掲注 (114) 523頁、川出・前掲注 (31) 430頁参照。
(123) BT-Drucks. 17/9695, 6, Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 466. その他に、川出・前掲
注 (31) 430頁も参照。
(124) 井田・前掲注 (115) 37頁参照。
(125) 古川・前掲注 (114) 638頁、野澤・前掲注 (114) 254頁参照。
(126) 井田・前掲注 (115) 307頁。
(127) Kaspar/Wengenroth (Fn. 62), 467.
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与の対象から除かれることになるであろう。
わが国の協議・合意制度においても、協力者の犯罪行為と解明される第三者の犯
罪行為との関連性は、検察官が同意の際に考慮するべき事情の 1つとして規定され
ている。ここではあくまでも 1つの考慮要素とされているにすぎないが、関連性の
要素は協議・合意制度の刑罰論的基礎に関わる事情として、事案ごとに慎重な検討
がなされるべきといえるであろう。
【付記】村山先生には、大学院での英文講読のゼミ以来、留学中も含めて、いつも
丁寧かつフェアに研究上のアドバイスをしていただいた。そのご指導に感謝する
とともに、村山先生の古稀をお祝いし、またご健勝を祈念しつつ、この甚だ拙い論
文を捧げたい。
（北九州市立大学法学部准教授）
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